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特定関係にある資格者同士の競争入札への参加について

このことについて、別紙のとおり制定し、令和５年４月１日以後に入札公告及び指名通知を

行う案件から適用することとしたので、事務処理を適切に行ってください。

なお、「特定関係にある資格者同士の入札参加について」（平成19年９月６日付け建情第631号

農政部長、水産林務部長、建設部長、出納局長通達）は令和５年３月31日をもって廃止します。
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○特定関係にある資格者同士の競争入札への参加について

令和５年２月24日建管第1523号
各部長、各種委員会事務局長、議会事務局長、

各部局長、各地方部局長あて農政部長、水産
林務部長、建設部長、出納局長

入札参加者間に入札の適正さが阻害されると認められる資本関係又は人的関係（以下「特定
関係」という。）がある場合には、公正な入札の執行の観点等から工事及び設計、測量など工事

に係る委託業務や公共土木施設等の維持管理等に係る委託業務（以下「工事等」という。）とい
う。）の同一入札への参加について一定の制限をする必要があることから、次のとおり取扱いを

定め、令和５年４月１日以後に、入札公告及び指名通知を行う工事等から適用することとした
ので事務処理を適切に行ってください。
なお、「特定関係にある資格者同士の入札参加について」（平成19年９月６日付け建情第631号

農政部長、水産林務部長、建設部長、出納局長通達）は令和５年３月31日をもって廃止します。

記

１ 基準に該当する場合の取扱い
競争入札により実施する入札において、２に規定する基準（以下「基準」という。）のいず

れかに該当する者のした入札（基準に該当する者の全員が、共同企業体の代表者以外の構成
員である場合の入札を除く。）は、「その他入札に関する条件に違反した入札」として、「建設

工事事務取扱標準様式の設定について」（昭和48年４月２日付け局総第151号）第12号様式「建
設工事競争入札心得」、「一般競争入札及び指名競争入札の執行に係る様式の制定について」（平
成16年４月１日付け局総第11509号）第５号様式「競争入札心得」及び「建設工事競争入札の

取扱いについて」（平成19年９月６日付け建情第660号）別紙「建設工事競争入札心得」（以下
「入札心得」という。）第７条第12号に基づき、無効とする。

２ 基準
(1) 資本関係

次のいずれかに該当する二者の場合。ただし、子会社（会社法（平成17年法律第86号）
第２条第３号の規定による子会社をいう。以下同じ。）又は子会社の一方が会社更生法（平

成14年法律第154号）第２条第７項に規定する更生会社又は民事再生法（平成11年法律第22
5号）第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社（以下「更生会社等」という。）で
ある場合を除く。

ア 親会社（会社法第２条第４号の規定による親会社をいう。以下同じ。）と子会社の関係
にある場合

イ 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合
(2) 人的関係

次のいずれかに該当する二者の場合。ただし、アについては、会社の一方が更生会社等
である場合を除く。
ア 一方の会社の取締役等（会社の代表権を有する取締役（代表取締役）、取締役（社外取

締役及び指名委員会等設置会社（会社法第２条第12号に規定する指名委員会等設置会社
をいう。）の取締役を除く。）及び指名委員会等設置会社における執行役又は代表執行役

をいう。以下同じ。）が、他方の会社の取締役等を兼ねている場合
イ 一方の会社の取締役等が、他方の会社の会社更生法第67条第１項又は民事再生法第64

条第２項の規定により選任された管財人を兼ねている場合
(3) その他入札の適正さが阻害されると認められる場合

上記(1)又は(2)と同視しうる特定関係があると認められる場合

３ 公告等への記載
(1) 入札に参加する者に必要な資格、応募に必要な要件として基準に該当しない者であるこ

とを、入札の公告、入札説明書又は指名通知書（以下「入札の公告等」という。）に明示す
るものとする。

(2) 基準に該当する者のした入札は無効とする旨を、入札の公告等に明示するものとする。



４ 特定関係の確認
特定関係については、建設工事等競争入札参加資格審査申請時に提出される「競争入札参

加資格審査申請書付票（別記第６号様式）第２葉（業態調書）」により確認を行うほか、次に

より取り扱うものとする。
(1) 一般競争入札

ア 支出負担行為担当者は、一般競争入札参加資格審査申請書の添付書類として別記様式
を入札に参加しようとする者から提出させ、特定関係にある者が同一入札に申請書を提
出していないか確認を行うこと。

なお、工事に係る参加申請の場合は、審査時に、発注工事に係る設計業務等の受託者
との特定関係がないことを併せて確認を行うこと。

イ 同一入札に特定関係にある資格者が申請書を提出している場合は、特定関係にある資
格者の全員を入札参加資格者としないこと。ただし、一方が、入札参加申請を取り下げ

た場合を除く。この場合、本通知を遵守する目的で入札参加資格申請を取り下げる者を
決めるために当事者間で連絡を取ることは、入札心得第４条第２項には該当しない。

ウ 支出負担行為担当者は、イの結果を踏まえて、入札参加資格者を決定するものとする。

(2) 指名競争入札
支出負担行為担当者は、入札参加予定者の選考にあたり、特定関係の有無について、十

分に確認を行うこと。

５ 新たに特定関係となった場合の取扱い

入札参加資格者及び入札参加予定者（以下「入札参加予定者等」という。）が、新たに基準
に該当することが判明した場合の取扱いについては、次のとおりとする

(1) 資格決定又は指名通知から入札書提出の前まで
本取扱いを遵守する目的で基準に該当する入札参加予定者等の間で、入札への参加を辞

退する者を決めるものとする。この場合、支出負担行為担当者から連絡を受けた当事者間

で連絡を取ることは、入札心得第４条第２項には該当しない。
また、指名競争入札の場合、「入札辞退者等の取扱いについて」（平成４年３月30日付け

管理第2272号）の１により、入札参加者の追加指名は行わないものとする。
(2) 入札書提出から落札者を決定する前まで

基準に該当する全ての入札参加者の入札書を無効とする。
なお、指名競争入札においては、入札参加者が１者となった場合、当該入札を中止する

ものとする。

(3) 落札者の決定から契約締結の前まで
落札者が基準に該当する者である場合は、当該入札結果を無効とし、改めて入札を実施

するものとする。

６ その他

随意契約の場合で、複数の者から見積書を徴し契約の相手方を決定する場合も、本通知に
よる取扱いを準用できるものとする。
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別記様式（請負工事）

申請者

住所

商号又は名称

代表者氏名

（共同企業体の場合は企業体名を冠すること）

　１　発注工事に係る設計業務等の受託者との特定関係 〔 〕

　２　他の「北海道建設工事競争入札参加資格者」との間における特定関係 〔 あり・なし 〕

 　　 ア　親会社の関係にある他の資格者

　 登録番号

　

　

 　　 イ　子会社の関係にある他の資格者

登録番号

　    ウ　親会社を同じくする子会社の関係にある他の資格者

登録番号

※ウに係る親会社については、建設業者・資格者に限らない。

所在地

(市町村名) 氏名 自社役職名 他社役職名

注１　１については、「発注工事に係る設計業務等の受託者と特定関係がない」ことが参加資格の要件となるため、特定関係

　　がないことを確認の上、〔　　　〕に「なし」と記載し申告すること。

　２　２はどちらかを○印で囲み、「なし」の場合には(1)及び(2)の欄に記載する必要はない。

　３　資本等で関係がある他の資格者を記載するときは、本工事の入札の公告等で表示されている北海道の競争入札参加資格

　　（格付のある資格の場合は、格付及びみなし格付を含む。）を有する者を記入すること。

　　　そのため、本工事の入札の公告等で表示されている資格以外の資格を有する者については、記載する必要はない。

　４　資本等で関係がある他の資格者が、他の共同企業体を結成している場合についても同様に記載すること。

  　  ただし、申請者が共同企業体の代表者以外の構成員である場合は、他の共同企業体の代表者以外の構成員については記

    載する必要はない。

　５　「所在地（市町村名）」について、道内の資格者は「主たる営業所が存する市町村名」を、道外の資格者は「主たる営

　　営業所が存する都府県名」を記載すること。

　６　当該調書提出後、入札執行までの間において新たな資本関係又は人的関係が生じた場合には、その都度提出すること。

商号又は名称 所在地(市町村名) 備考

商号又は名称 所在地(市町村名) 備考

特　定　関　係　調　書

年　　月　　日

　（支出負担行為担当者）　様

　　　　特定関係（資本関係又は人的関係）については、次のとおりです。

記

　 (1)　資本関係がある他の資格者

商号又は名称 所在地(市町村名) 備考

 　(2)　人的関係がある他の資格者

登録番号 商号又は名称
基準に該当する者



別記様式（委託業務）

申請者

住所

商号又は名称

代表者氏名

（共同企業体の場合は企業体名を冠すること）

　１　他の「北海道建設工事等競争入札参加資格者」との間における特定関係 〔 あり・なし 〕

 　　 ア　親会社の関係にある他の資格者

　 登録番号

　

　

 　　 イ　子会社の関係にある他の資格者

登録番号

　    ウ　親会社を同じくする子会社の関係にある他の資格者

登録番号

※ウに係る親会社については、資格者に限らない。

所在地

(市町村名) 氏名 自社役職名 他社役職名

注１　１はどちらかを○印で囲み、「なし」の場合には(1)及び(2)の欄に記載する必要はない。

　２　資本等で関係がある他の資格者を記載するときは、本業務の入札の公告で表示されている北海道の競争入札参加資格を

　　有する者を記入すること。

　　　そのため、本業務の入札の公告で表示されている資格以外の資格を有する者については、記載する必要はない。

　３　資本等で関係がある他の資格者が、他の共同企業体を結成している場合についても同様に記載すること。

      ただし、申請者が共同企業体の代表者以外の構成員である場合は、他の共同企業体の代表者以外の構成員については記

    載する必要はない。

　４　「所在地（市町村名）」について、道内の資格者は「本店が存する市町村名」を、道外の資格者は「本店が存する都府

　　県名」を記載すること。

　５　当該調書提出後、入札執行までの間において新たな資本関係又は人的関係が生じた場合には、その都度提出すること。

 　(2)　人的関係がある他の資格者

登録番号 商号又は名称
基準に該当する者

商号又は名称 所在地(市町村名) 備考

商号又は名称 所在地(市町村名) 備考

　　　　特定関係（資本関係又は人的関係）については、次のとおりです。

記

　 (1)　資本関係がある他の資格者

商号又は名称 所在地(市町村名) 備考

特　定　関　係　調　書

年　　月　　日

　（支出負担行為担当者）　様



【指名通知書別紙】

特定関係にある資格者同士の同一入札への参加について

（支出負担行為担当者）

北海道では、設計、測量などの委託業務を含む指名競争入札において、令和５年４月１日以後
に指名通知を行う案件から、親子関係や資本関係（以下「特定関係」という。）にある資格者同
士の同一入札への参加を制限することといたしました。
このため、同一入札への入札参加予定者（発注機関から指名通知を受けた者。以下同じ。）間

に、特定関係に該当することが判明した場合には、発注機関から対応を依頼することがあるほ
か、判明した時期によっては、当該案件の入札が無効となる場合もありますので、お知らせいた
します。

記
１ 入札の無効について

同一案件への入札参加者との間に、２の基準のいずれかに該当する関係があることが判明し
た場合は、「建設工事競争入札心得」（第12号様式）、「競争入札心得」（第５号様式）、
「建設工事競争入札の取扱いについて」別紙「建設工事競争入札心得」（以下「入札心得」
という。）第７条第12号に基づき、その入札は無効とします。

２ 特定関係の基準について
(1) 資本関係

次のいずれかに該当する二者の場合。ただし、子会社（会社法（平成17年法律第86号）
第２条第３号の規定による子会社をいう。以下同じ。）又は子会社の一方が会社更生法
（平成14年法律第154号）第２条第７項に規定する更生会社又は民事再生法（平成11年法
律第225号）第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社（以下「更生会社等」とい
う。）である場合を除きます。
ア 親会社（会社法第２条第４号の規定による親会社をいう。以下同じ。）と子会社の関
係にある場合

イ 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合
(2) 人的関係

次のいずれかに該当する二者の場合。ただし、アについては、会社の一方が更生会社等
である場合を除きます。
ア 一方の会社の取締役等（会社の代表権を有する取締役（代表取締役）、取締役（社外
取締役及び指名委員会等設置会社（会社法第２条第12号に規定する指名委員会等設置会
社をいう。）の取締役を除く。）及び指名委員会等設置会社における執行役又は代表執
行役をいう。以下同じ。）が、他方の会社の取締役等を兼ねている場合

イ 一方の会社の取締役等が、他方の会社の会社更生法第67条第１項又は民事再生法第64
条第２項の規定により選任された管財人を兼ねている場合

(3) その他入札の適正さが阻害されると認められる場合
上記(1)又は(2)と同視しうる特定関係があると認められる場合

３ 入札参加予定者が基準に該当することが判明した場合の取扱いについて
(1) 資格決定又は指名通知から入札書提出の前まで

本通知を遵守する目的で２の基準に該当する入札参加予定者間で、入札を辞退する者を
決めるものとする。この場合、発注者から連絡を受けた当事者間で連絡を取ることは、入
札心得第４条第２項には該当しません。

(2) 入札書提出から落札者を決定する前まで
基準に該当する全ての入札参加者の入札書を無効とします。

(3) 落札者の決定から契約締結の前まで
落札者が基準に該当する者である場合は、当該入札結果を無効とし、入札参加予定者を

再選考した上で、後日、改めて入札を実施します。

４ 特定関係の確認について
特定関係の確認は、「競争入札参加資格審査申請書付票（別記第６号様式）第２葉（業態

調書）」により行います。新たに特定関係となった場合や特定関係が解消された場合には、
速やかに「競争入札参加資格関係事項変更届」（別記11号様式その２）の提出をお願いいた
します。

提出先 〒０６０－８５８８
札幌市中央区北３条西６丁目
北海道建設部建設政策局建設管理課工事管理係
電話 ０１１－２０６－７７４９（直通）


